
2010年8月27日
 岐阜県知事　古田　肇様
                                    　　  開示請求者           兼松秀代
                                     　   
知事と原子力機構理事長の面談記録不存在に対する抗議文
密談と密約？！

１．開示の経緯
  2010年2月27日知事宛て公文書開示請求
	2007年10月26日から2010年2月17日までの間で、原子力機構に関して県が保持するもの及び超深地層研究所に係る電源三法交付金に関して県が保持するもの。ただし情報公開条例にもとづく文書と知事の国提言に係る分、火薬取扱に係る分、および原子力機構週報は除く。
　　※過去に請求者が開示を受けたものは除く。


2010年3月23日付　公文書公開決定通知書　【別添　１】
  2010年3月30日　開示の実施。
２．地球環境課が知事と原子力機構理事長との面談を求めた経緯
   地球環境課の開示文書には知事と原子力機構理事長との面談に関する記録は3件です。
（1） 2008年9月9日　

「瑞浪超深地層研究所の事業計画の変更に関し原子力機構の来所記録」【別添　２】
  「○ 8月28日に記者発表された研究所の事業計画の一部変更に対して、次のとおり、原子力機構に対し要請」
	要請事項  
① 理事長から知事へ説明すること。
②今後の対応として、協定事項であるか否かに関わらず、県民の安全・安心のために県への連絡体制を再検討すること。


（2） 2008年9月10日 
 「瑞浪超深地層研究所の事業計画の変更に関し原子力機構の来所記録（第2回）」【別添　３】
  「・9月9日午後の要請事項に対する対応について機構が来所」
　 理事長から知事へ説明対することについての日程調整と、原子力機構の「今後の情報発

信のあり方について（案）」【別添　４】を示した。
（３） 　2008年10月29日　「原子力機構来所記録」【別添 ５】
  「  ＜経緯＞
･10月22日に知事と原子力機構岡﨑理事長が面談した際に県から申し入れた事項について原子力機構から説明を受けた。」

３．　知事と機構理事長との面談記録不存在　密談と密約？！

  （１）と（２）から地球環境課が原子力機構の担当者を連日県庁に呼びつけて、知事と原子力機構理事長（以下、「理事長」）との面談を強く要請した結果、ようやく実現した面談です。この時の面談記録はあって当然です。

ところが私が開示後、文書を確認する中で、面談当日の記録がないことに気づき、情報公開担当課、秘書課、地球環境課に確認しましたが、不存在でした。

地球環境課は面談に同席しながら記録をつくらなかったのか、そもそも同席しなかったのか不明です。知事と理事長だけの面談（密談）なのか、本当は何が話し合われたのか、なぜ原子力機構を面談１週間後に呼びつけて、「県から申し入れをした事項について」と限定した説明を求めたのか疑問です。もしかしたら、理事長は研究所の研究期間延長や『高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画』（2006年12月策定の研究と処分事業の調整、連携作業の見通しを記したもの）、模擬ガラス固化体の設置などの説明をしたにもかかわらず、地球環境課がこれらを記録に残したくないために、後日改めて原子力機構を呼びつけて、限定した内容についての報告をさせた可能性も否定できません。面談記録がない限り、原子力機構から上記のような説明がなかったという証明はできません。
記録があればある程度の信頼が得られます。 記録がないということは様々な疑念を掻きたてます。記録の不存在は情報公開条例の目的である、県民の知る権利を損ない、県民への説明責任を放棄し、県政への理解と信頼を著しく損ない、不信と疑念を抱かせる状況を県自らが作り出すことです。

更に、2001年超深地層研究所移転に係る瑞浪市と原子力機構との土地賃貸借契約の協議に岐阜県が請われて参加し、県の指摘で契約条項が追加されるなど重要な役割を果たしたにも関わらず、協議の記録を作成していなかったことに対する兼松の異議申立を審査した情報公開審議会の答申第52号の「審査会の結論」【別添　６ 平成14年12月26日　当該頁のみ抜粋】において、岐阜県知事の文書不存在による公文書非公開決定は妥当としつつも、「今後は、このような県政において重要な事案については、可能な限り、協議内容に関する記録を速やかに作成するとともに、検討資料と併せて公文書として保有することにより、情報公開の対象とすることを強く要望する。」との結論を踏みつけにした行為です。

原子力機構に関わる県の情報公開では、このように不可解な事態が重ねて発生しています。岐阜県は情報公開条例を制定しながら「超深地層研究所に関わる闇」を深めています。

この事態は県内、とりわけ東濃地域での長期の地下調査と地下データの集積、処分場の精密調査地域に匹敵する調査が行われる研究所の周辺地域が、国による申し入れ等により高レベル放射性廃棄物の処分場になる可能性が高いと危惧感をつのらせる県民にとって、計り知れない不安であり、脅威です。

岐阜県情報公開条例に反し、情報公開審査会の答申に反した、知事と理事長の面談記録不存在に対し強く強く抗議します。
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